
8月末 概算要求 12月末 予算編成

３月 予算成立

前年同様の
ＰＤＣＡサイクル

「子育て会議（仮称）」での検討の流れ（イメージ）「子育て会議（仮称）」での検討の流れ（イメージ）

４



財源確保と費用負担のあり方財源確保と費用負担のあり方

５



６

雇用保険 労災保険 児童手当拠出金（一般事業主）

労働政策審議会
職業安定分科会雇用保険部会

労働政策審議会
労働条件分科会労災保険部会

社会保障審議会
児童部会（報告のみ）

根拠法 児童手当法

条文 第12条４項 第12条２項、３項 第21条２項

料率

1000分の19.5
一律に法定（一部業種の例外あり）
①失業等給付（16/1000・労使折半）②二事業
（3.5/1000・事業主負担）別に料率設定

過去3年間に発生した保険給付等に基づく費用予想
額を基礎に、業種別の災害発生率等を考慮し、料
率決定（告示事項：全55業種）

1000分の1.3
児童手当支給および児童育成事業に要す
る費用予想総額から割り出す（政令事項）

弾力条項
財政状況に照らして、一定の要件を満たす場
合には、雇用保険料率を大臣が変更可能(第
12条5項、7項、8項)

- なし

プロセス

雇用保険料率の変更（法改正または弾力条項
の発動）にあたり、雇用保険部会で雇用保険
財政状況や雇用失業情勢に基づき検討し、審
議会報告として考え方を取りまとめ

労災保険料率は3年ごとに定期決定。改定にあた
り、労災保険部会で労災保険関係収支や災害発生
率に基づき検討し、審議会報告として考え方を取り
まとめ

なし

対象事業

①雇用安定事業（雇用調整助成金支給等）
②能力開発事業（職業訓練の実施等）

(目的)：失業予防、雇用機会増大、労働者の能
力開発に資すること

①社会復帰促進事業
②援護事業（被災労働者や遺族への援助）
③安全衛生確保事業（保険給付事業の健全な運営
のために必要な事業

(目的)労災保険給付の補完、労働災害防止や職場
環境の改善等に資すること

児童育成事業（第29条の２）
育児に関する必要な援助、児童の健康増
進、情操を豊かにする事業を行う者に対す
る助成・援助事業

（目的）家庭生活の安定寄与、次代の社
会をになう児童健全育成及び資質の向上
に資すること

予算規模
約1兆2350億円（原資：事業主保険料のみ）
＊但し、2010年度は失業等給付の積立金から
4400億円を借入

約818億円（原資：事業主保険料のみ） 約760億円（原資：事業主拠出金のみ）

会合名 雇用保険ニ事業に関する懇談会 社会復帰促進等事業に関する検討会 なし

プロセスほか

・費用負担者である事業主団体が参画し個別
事業を精査

・目標設定：アウトカム指標を原則設定。成果
目標および実績評価結果は公開

・原則として評価対象年度の次々 年度の予算
編成に反映

・費用負担者である事業主団体が参画し個別事業
を精査

・目標設定：アウトカム指標を原則設定。成果目標
および実績評価結果は公開

・06年に全事業の4割を廃止・整理。09年までに1/4
の予算削減を目標として設定

なし

料率決定

名称

担当審議会

労働保険の保険料の徴収等に関する法律

事業運営に関
わる施策決定
の仕組み




